
具
体
的
な
事
務
対
応

民
間
事
業
者
は
、
図
表
に
あ
る
お

も
に
四
つ
の
立
場
の
い
ず
れ
か
に
お

い
て
番
号
制
度
に
か
か
わ
る
こ
と
と

な
る
。
ほ
と
ん
ど
の
民
間
事
業
者
の

立
場
は
「
②
個
人
番
号
関
係
事
務
実

施
者
」
で
あ
り
、
こ
れ
に
該
当
す
る

民
間
事
業
者
に
お
い
て
新
た
に
必
要

と
な
る
具
体
的
な
事
務
は
、
大
き
く

次
の
五
つ
か
ら
な
る
。

⑴
番
号
の
告
知
依
頼
・
受
付

従
業
員
や
取
引
先
等
に
対
し
て
個

人
番
号
の
告
知
を
依
頼
し
、
書
面
や

オ
ン
ラ
イ
ン
等
の
方
法
を
通
じ
て
番

号
を
受
け
付
け
る
。
個
人
番
号
の
収

集
対
象
者
は
従
業
員
だ
け
で
は
な
く
、

ア
ル
バ
イ
ト
や
株
主
、
取
引
先
個
人

等
も
含
ま
れ
る
。
法
人
番
号
に
つ
い

て
は
、
国
税
庁
に
お
い
て
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ

イ
ト
で
法
人
番
号
、
法
人
等
の
名
称
、

本
店
所
在
地
等
を
公
表
す
る
こ
と
が

予
定
さ
れ
て
お
り
、
当
該
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ

イ
ト
で
法
人
番
号
を
取
得
す
る
こ
と

も
可
能
と
な
る
。

⑵
本
人
確
認

告
知
し
た
者
が
対
象
者
本
人
で
あ

る
こ
と
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

た
だ
し
、
雇
用
関
係
に
あ
る
こ
と
等

か
ら
本
人
に
相
違
な
い
こ
と
が
明
ら

か
に
判
断
で
き
る
と
個
人
番
号
利
用

事
務
実
施
者
が
認
め
る
と
き
は
、
本

人
確
認
を
不
要
と
す
る
こ
と
も
認
め

ら
れ
る
。
詳
細
は
本
連
載
第
３
回
を

参
照
さ
れ
た
い
。

⑶ 

番
号
の
真
正
性
確
認

受
け
付
け
た
個
人
番
号
が
対
象
者

本
人
の
も
の
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
必
要
が
あ
る
。
個
人
番
号
の
真
正

性
確
認
に
つ
い
て
は
、
通
知
カ
ー
ド

の
コ
ピ
ー
等
の
証
跡
に
基
づ
く
チ
ェ

ッ
ク
や
、
必
要
に
応
じ
て
個
人
番
号

カ
ー
ド
の
Ｉ
Ｃ
チ
ッ
プ
に
格
納
さ
れ

て
い
る
個
人
番
号
を
利
用
す
る
こ
と

も
可
能
で
あ
る
。
な
お
、
法
人
の
場

合
、
真
正
性
確
認
（
本
人
確
認
も
含

む
）
に
該
当
す
る
手
続
は
通
常
の
商

取
引
で
す
で
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の

と
み
な
さ
れ
て
お
り
、
特
段
の
規
定

は
な
い
。

⑷
番
号
登
録
・
管
理

個
人
番
号
を
関
係
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

に
登
録
・
管
理
す
る
。
そ
の
際
、
ア

ク
セ
ス
権
限
等
の
適
正
な
設
定
・
管

理
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
特
定
の

個
人
番
号
を
利
用
す
る
事
務
を
行
う

必
要
が
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
、
可

能
な
限
り
早
期
に
当
該
個
人
番
号
を

廃
棄
す
る
必
要
が
あ
る
。
な
お
、
法

人
番
号
は
公
開
情
報
で
あ
る
た
め
厳

密
な
ア
ク
セ
ス
制
限
等
は
必
要
な
い
。

⑸
調
書
・
届
出
類
の
提
出

所
定
の
調
書
・
届
出
書
類
に
番
号

を
付
与
し
、
国
税
庁
や
年
金
事
務
所

等
へ
提
出
す
る
。
番
号
を
記
載
す
る

必
要
の
あ
る
調
書
・
届
出
書
類
と
し

て
は
、
源
泉
徴
収
票
、
報
酬
等
に
係

る
支
払
調
書
、
被
保
険
者
資
格
取
得

の
届
出
等
が
あ
げ
ら
れ
る
。
省
令
レ

ベ
ル
で
規
定
さ
れ
て
い
る
国
税
の
法

定
調
書
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
２
０

１
４
年
７
月
に
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、

そ
の
他
の
調
書
・
届
出
書
類
に
つ
い

て
は
詳
細
が
判
明
し
だ
い
、
本
連
載
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に
て
適
宜
解
説
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

事
務
対
応
上
の
課
題

個
人
番
号
関
係
事
務
実
施
者
の
課

題
と
し
て
は
、
お
も
に
以
下
の
四
つ

が
あ
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て

は
、
14
年
秋
を
メ
ド
に
特
定
個
人
情

報
保
護
委
員
会
が
作
成
す
る
「
特
定

個
人
情
報
の
適
正
な
取
扱
い
に
関
す

る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
事
業
者
向

け
）」（
以
下
、「
事
業
者
向
け
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」）
と
そ
の
別
添
資
料
で

あ
る
「
特
定
個
人
情
報
の
適
正
な
取

扱
い
に
関
す
る
安
全
管
理
措
置
」

（
以
下
、「
安
全
管
理
措
置
」）
を
参

考
に
さ
れ
た
い
。

本
稿
で
は
８
月
末
時
点
の
事
業
者

向
け
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
お
よ
び
安
全
管

理
措
置
の
素
案
に
基
づ
き
記
述
し
て

い
る
。

⑴
番
号
取
扱
い
対
象
業
務
と
取
扱
責

任
者
の
明
確
化

番
号
取
扱
い
対
象
業
務
の
検
討
に

あ
た
っ
て
は
、
自
社
の
業
務
フ
ロ
ー

を
可
視
化
し
た
う
え
で
、
法
令
等
を

ふ
ま
え
て
影
響
を
受
け
る
業
務
を
洗

い
出
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
こ
れ

に
基
づ
き
個
人
番
号
を
記
録
す
る
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
等
を
画
定
す
る
と
と
も

に
、
個
人
番
号
の
取
扱
い
を
行
う
責

任
者
を
定
め
る
必
要
が
あ
る
。

⑵
番
号
の
告
知
を
依
頼
す
る
対
象
者

の
明
確
化

⑴
を
行
っ
た
後
に
番
号
の
告
知

を
依
頼
す
る
対
象
者
を
具
体
的
に
リ

ス
ト
ア
ッ
プ
す
る
。
ま
た
、
ど
の
対

象
者
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
方
法

で
告
知
を
依
頼
し
、
ど
の
よ
う
な
方

法
で
本
人
確
認
を
行
う
か
に
つ
い
て

も
併
行
し
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

⑶
個
人
番
号
に
関
す
る
安
全
管
理
の

実
施個

人
番
号
が
記
録
さ
れ
た
書
面
の

施
錠
管
理
等
、
ま
ず
は
手
作
業
に
よ

る
安
全
管
理
を
行
う
こ
と
が
考
え
ら

れ
る
。
た
だ
し
、
番
号
の
受
入
れ
や

調
書
・
届
出
書
類
へ
の
記
入
に
係
る

事
務
負
担
、
あ
る
い
は
事
業
者
向
け

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
ふ
ま
え
て
個
人
番

号
を
安
全
に
管
理
す
る
こ
と
等
を
考

慮
す
る
と
、
企
業
規
模
の
大
小
に
か

か
わ
ら
ず
内
部
事
務
に
関
す
る
シ
ス

テ
ム
の
改
修
は
必
要
に
な
る
だ
ろ
う
。

個
人
番
号
に
係
る
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
水

準
は
安
全
管
理
措
置
を
参
考
に
設
定

す
る
こ
と
に
な
る
が
、
少
な
く
と
も

従
来
の
個
人
情
報
以
上
に
注
意
を
払

っ
て
管
理
す
る
必
要
が
あ
る
。
個
人

番
号
に
は
さ
ま
ざ
ま
な
個
人
情
報
が

紐
付
け
ら
れ
て
管
理
さ
れ
て
お
り
、

一
度
流
出
し
た
場
合
の
影
響
が
広
範

に
及
ぶ
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
た
め
で

あ
る
。

⑷
基
本
方
針
・
取
扱
規
程
の
整
備
、

従
業
員
教
育
・
研
修
の
実
施

安
全
管
理
措
置
で
は
、
番
号
法
、

個
人
情
報
保
護
関
連
法
令
、
事
業
者

向
け
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
個
人
情
報
保

護
法
に
も
と
づ
く
主
務
大
臣
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
準
拠
の
う
え
、
特
定
個
人

情
報
等
の
安
全
管
理
措
置
に
関
す
る

基
本
方
針
の
策
定
、
お
よ
び
取
扱
規

程
等
の
整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
基
本
方
針
や
取
扱
規
程
は
従

業
員
に
周
知
徹
底
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
た
め
、
と
く
に
個
人
番
号
を

取
り
扱
う
従
業
員
に
対
し
て
十
分
な

教
育
・
研
修
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

＊　

＊　

＊

次
回
は
金
融
機
関
に
お
け
る
内
部

事
務
に
つ
い
て
解
説
す
る
。 
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〔図表〕 番号制度における四つの立場

①　個人番号利用事務実施者

個人情報を効率的に検索・管理するために必要な限度で個人番
号を利用して処理する事務の実施者をさす。おもに行政事務を
処理する行政機関、地方公共団体、独立行政法人等が該当するが、
企業年金を扱う事業者や健康保険組合等も①に該当する

②　個人番号関係事務実施者
従業員や契約者等の個人番号を記載した調書・届出書類（源泉
徴収票等）を行政機関等に提出する事務の実施者をさし、ほと
んどの民間事業者が②に該当する

③　情報照会者・情報提供者
情報提供ネットワークシステムを介して特定個人情報の照会・
提供を行う者をさし、おもに①の立場の者が該当する

④　①②から委託を受けた受託者
①②から事務処理の委託を受けた受託者が該当し、①②それぞ
れの立場の者と同様に個人番号を扱うことが可能となる


